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１．学⽣の確保の⾒通し 

 

（1）定員充⾜の⾒込み 

 愛媛⼤学⼤学院教育学研究科教育実践⾼度化専攻では、⼊学定員を 40 名とする。地域の
教育改⾰を主導する学校管理職候補⼈材を「リーダーシップ開発コース（定員 5 名予定）」
において養成する。多様で複雑な教育課題に対応できる即戦⼒⼈材及びミドルリーダー⼈
材を「教育実践開発コース（定員 10 名予定）」において養成する。教科指導における⾼度
な専⾨性と問題解決能⼒をもった即戦⼒⼈材及びミドルリーダーを「教科領域コース（定
員 15 名予定）」において養成する。そして、特別⽀援教育における⾼度な専⾨性と問題解
決⼒をもった即戦⼒及びミドルリーダーを「特別⽀援教育コース（定員 10 名予定）」にお
いて養成する。以下、40 名定員設定の根拠について、学内進学者、学外進学者、現職教員
派遣に区分し、記述する。 

     

1）学内進学者 

 

a）推計⽅法 

 教育学研究科の各専攻・コースに対する学部⽣の関⼼は⾮常に⾼く、2020 年度進学対象
の 3 回⽣の多くが、同研究科への進学を希望している。平成 30 年 7 ⽉に実施した学部⽣調
査には、教育学部（151 名）、理学部（58 名）、法⽂学部（36 名）、農学部（1 名）、その他
（2 名）の計 248 名の愛媛⼤学 3 回⽣（教員免許状取得予定者）が参加した。3 回⽣対象の
教職科⽬の時間終了後に、担当教員が質問紙を配布・回収した。教育学部は⽣徒指導論、
理学部は教育相談論、法⽂学部は特別活動論の時間を⽤いた。 

 回答者である学⽣には、「Q3 教育実践⾼度化専攻（教職⼤学院）の中で⼀番興味のあるコ
ースはどれですか」と問い、「教育実践開発コース（学級経営・⽣徒指導・ICT，⼩学校対応）」
「教科領域コース（各教科，中・⾼対応）」「特別⽀援教育コース」の 3 つの選択肢から⼀
つ選んでもらった。「リーダーシップ開発コース」は現職教員対象であるため、選択肢には
含めていない。また、「Q3 で回答したコースに進学したいと考えますか」とする質問を設定
し、「進学を希望する」「進学を希望しない」の選択肢を⽤意し、選んでもらった。 

  

b）⼤学院進学希望調査の結果 

 ⼤学院進学希望調査の結果は表 1 に⽰すとおりである。 

教育実践⾼度化専攻（定員 40 名予定）に対して、48 名の学部⽣が進学を希望している。
教育実践開発コースには、教育学部 10 名、理学部 10 名、計 20 名の学⽣が進学を希望して
いる。教科領域コースには、教育学部 12 名、理学部 10 名、法⽂学部 2 名、計 24 名の学⽣ 

が進学を希望している。特別⽀援教育コースには、教育学部 3 名、法⽂学部 1 名、計 4 名
の学⽣が進学を希望している。 
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図 1    教育実践⾼度化専攻 進学希望理由（%） 

表 1    ⼤学院進学希望調査の結果  

 

c）進学希望の動機 

 教育実践⾼度化専攻への進学理由（パーセント、複数回答、N=48）としては、「教職⼤学
院において実践研究を深めたい（50%）」「即戦⼒として通⽤する⾼度な実践的指導⼒を習得
したい（48%）」「理論と実践を融合できる教員を⽬指したい（48%）」が上位を占めており、
教職⼤学院の趣旨と学⽣の希望動機とが⼀致する結果となっている（図 1）。 

 

 

2）学外進学者 

    教育学研究科への過去 5 年間の愛媛⼤学以外からの進学者数をまとめた（表 2）。  リーダ
ーシップ開発コースは現職教員のコースであるため、対象外である。また、教育実践⾼度
化専攻については、2016 年度改組以降の数値を⼊⼒している。教育実践⾼度化専攻 13 名、
教科教育専攻 22 名、特別⽀援教育専攻 29 名の他⼤学出⾝者が本研究科に進学している。
単年度の平均値をみると、教育実践開発コースには 4.3 名、教科領域コースには 4.4 名、特
別⽀援教育コースには 5.8 名の学外受験⽣が期待できる。 
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表 2    学外進学者数の推移  

表 3    2020 教育学研究科⼊試倍率推計 

 

3）現職教員派遣  

 愛媛県教育委員会との協定による現職教員の 2020 年度⼊学者予測数は、以下のとおりで
ある。すなわち、リーダーシップ開発コース 5 名、教育実践開発コース 2 名、教科領域コ
ース 3 名、特別⽀援教育コース 4 名の計 14 名の派遣が予定されている。 

 

4）⼊学⽣確保の⾒通し 

    以上の数値をまとめたものが、表 3 に⽰す⼊試倍率推計である。コース別に⾒ると、リ
ーダーシップ開発コースは、定員 5 名に対して、現職教員 5 名の受験者が⾒込まれるため、
1.0 倍の定員倍率となる。教育実践開発コースは、定員 10 名に対して、26 名の受験者が⾒
込まれるため、2.6 倍の定員倍率となる。教科領域コースは、定員 15 名に対して、31 名の
受験者が⾒込まれるため、2.1 倍の定員倍率となる。特別⽀援教育コースは、定員 10 名に
対して、14 名の受験者が⾒込まれるため、1.4 倍の定員倍率となる。 

教育実践⾼度化専攻全体では、40 名の定員に対して、77 名の受験者が⾒込まれるため、
1.9 倍の定員倍率となる。 
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表 4    「教員採⽤試験不合格」「奨学⾦・授業料⽀援」の場合の進学希望者推計 

5）⼊学⽣確保の⾒通しの数値の妥当性 

 平成 31 年 3 ⽉ 31 ⽇現在、教育実践⾼度化専攻では、平成 31 年度⼊試の結果が確定して
いる。リーダーシップ開発コースは 5 名の志願者（うち現職教員 5 名）に対して、5 名が志
願し、全員が合格している。定員志願倍率は 1.0 倍である。教育実践開発コースでは、28

名（うち現職教員 3 名）が志願し、18 名が合格している。定員志願倍率は 2.8 倍である。
教科領域コース（現教科教育専攻）は、19 名（現職教員 0 名）が志願し、17 名が合格して
いる。定員志願倍率は 1.3 倍（2020 年度定員換算）である。特別⽀援教育コース（現特別
⽀援教育専攻）は、10 名（うち現職教員 6 名）が志願し、8 名が合格している。定員志願
倍率は 1.0 倍（2020 年度定員換算）である。 

 平成 31 年度⼊試の実績は、リーダーシップ開発コース、教育実践開発コース、特別⽀援
教育コースの志願者推計結果と⼤きな差はない。教科領域コースと特別⽀援教育コースに
ついては、教職⼤学院に合流することで、志願者増につながると考えられる。 

 

6）「教員採⽤試験不合格」「奨学⾦・授業料⽀援がある」場合の志願者推計 

 これまでの学⽣とのヒヤリングの中で、教職⼤学院進学を希望しない⼤きな理由として、
以下の 2 点が浮上している。第 1 は、教員採⽤試験に合格したため、学校で早く働きたい
とする意⾒である。愛媛⼤学教育学部は、愛媛県⼩学校受験者の約 90%、中学校受験者の約
80%が合格している。第 2 は、経済的な理由である。「家庭の事情もあり、早く学校で働き
たい･･･」「教職⼤学院に進学したいが、⾦銭的な理由で･･･」といった声を毎年のように⽿
にする。 

今回の進学希望調査では、Q3 において、教職⼤学院への進学希望の有無を質問している。
そして、Q5 において、Q3 で「進学を希望しない」と回答した学⽣に、「仮に教員採⽤試験
に不合格であった場合、教職⼤学院に進学したいと思いますか」と質問した。また、Q6 に
おいて、「⼤学院での奨学⾦の貸与や授業料の免除などを受けられるとしたら、教職⼤学院
に進学したいと思いますか」と質問した。 

 教員採⽤試験不合格の場合に進学を希望する学⽣は、教育実践開発コース（24 名）、教科
領域コース（28 名）、特別⽀援教育コース（3 名）の計 55 名であった。また、奨学⾦や授
業料免除等の⽀援がある場合に進学を希望する学⽣は、教育実践開発コース（39 名）、教科
領域コース（46 名）、特別⽀援教育コース（6 名）の計 91 名であった（表 4）。 
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表 6    教員採⽤試験合格者の学部卒業等進学者に占める⽐率 

表 5    2 つの条件のインパクト  

 

 これら 2 つの条件のインパクトを整理したものが表 5 である。学部卒業者を対象とする
教職⼤学院の 3 コースでは、無条件の進学希望者が 48  名であった。これに教員採⽤試験の
不合格の条件付志願者を含めると 103 名となる。今後、教員採⽤試験倍率が⾼くなり、学
⽣の合格率が低下するような時期には、教職⼤学院の進学希望者が増加する可能性がある
ことが⽰唆されている。そして、無条件進学希望者に奨学⾦・授業料⽀援の条件付志願者
を加えると 142 名となる。愛媛⼤学の⼤半の学⽣は、経済的⽀援があればぜひとも教職⼤
学院で学びたいとの思いを抱いている。 

 

    7）教員採⽤試験合格者の進学状況 

 教職⼤学院の定員割れの理由のひとつとして、教員採⽤試験の倍率が全国的に低下する
中で、教員採⽤試験に合格した学⽣が教職⼤学院への進学を回避する現象が指摘されてい
る。愛媛県も、教員採⽤試験の倍率が低下しており、⼩学校は 2016 年度 2.3 倍、2017 年度
1.9 倍、2018 年度 1.9 倍となっている。中学校は、2016 年度 4.3 倍、2017 年度 3.2 倍、2018

年度 3.2 倍である。愛媛⼤学でも、多くの学⽣が教員採⽤試験に合格しているが、合格して
もなお教職⼤学院に進学している学⽣が、毎年、学部卒業者等の進学者の 50%を占めている
（表 6）。本学教職⼤学院において、実践研究を深め、実践的指導⼒を⾼め、理論と実践を
融合できる教員を⽬指す学部卒業者は、毎年、⼀定割合存在する。 

 なお、2016 年度は、教員採⽤試験合格者の猶予期間が 1 年間であったため、合格者は全
員就職し、教職⼤学院には不合格者のみが進学した。2017 年度以降は 2 年間の猶予制度が
整備されている。 

 

 

 

 

 

 

 

（2）他⼤学の教育学研究科の⼊試状況 

 教育学系研究科（教育学研究科、学校教育学研究科、教職実践研究科等）の修⼠レベル
の課程を設置している 52 ⼤学の志願状況について、⼤学評価・学位授与機構の「⼤学基本
情報（2017 版）」をもとに、志願倍率を集計すると、全国では、1.6 倍（6,654/4,208）の数
値が得られた。⼀⽅、愛媛⼤学が所在する中国四国地⽅では、1.39 倍（1,005/722）の数値
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が得られている。本研究科の場合は、これらの標準的な倍率と同等かそれを上回る推計を
得ており、教育学研究科の 50 名定員は妥当な設定であると判断できる。 

  

（3）学⽣納付⾦の設定  

国は「国⽴⼤学等の授業料その他の費⽤に関する省令」（平成 16 年 3 ⽉ 31 ⽇⽂部科学省
令第 16  号）において、国⽴⼤学の授業料、⼊学料及び検定料の標準額等を規定しており、
本学の授業料等についても、本省令を踏まえた⾦額としている。 

 

（⼊学時に必要な経費） 

  ⼊学料                       282,000 円 

  授業料                                    （前期分）267,900 円 

                                                        〔年額     535,800 円〕     

 

２．学⽣確保に向けた具体的な取組状況 

 

（1）⼤学院説明会の開催 

 教育実践⾼度化専攻では、平成 30 年度、7 回の説明会を開催している。本年度の開催⽇
と参加者数は、次のとおりである。5 ⽉ 31 ⽇（⽊）と 6 ⽉ 2 ⽇（⼟）で 32 名、7 ⽉ 5 ⽇（⽊）
と 7 ⽉ 7 ⽇（⼟）で 20 名、9 ⽉ 13 ⽇（⽊）、9 ⽉ 15 ⽇（⼟）で 15 名、12 ⽉ 22 ⽇（⼟）に
9 名、計 76 名の⼊試説明会参加者を得ることができた。⼊学者のほとんどが愛媛⼤学出⾝
であるため、説明会はいずれも愛媛⼤学内にて実施した。 

 

（2）ウェブサイトの刷新 

平成 30 年度より、教職⼤学院ウェブサイト（http://ed.ehime‐u.ac.jp/kyoushoku/）を刷新
した。「Home」｢教育事業｣「研究事業」「社会貢献」「⼊試情報」「お問合わせ」の 6 つのタ
ブに、教職⼤学院の受験志願者に必要な情報をまとめている。トップページを動画設定に
するなど、他の教職⼤学院との差別化を図っている。 

 

（3）パンフレットの作成と配布 

 教職⼤学院では、ウェブサイトの内容を A4 版 6 枚にまとめ、パンフレットを作成し、愛
媛⼤学学⽣、愛媛県内のすべての⼩・中・⾼等学校・特別⽀援学校に配布している。パン
フレットには、⼊試説明会や⼊試⽇程等の重要情報を中⼼にまとめており、QR コードを印
刷することで、ウェブサイトとの連動を図っている。 

  

（4）教員採⽤試験対策の運営 

 教職⼤学院の教員は、4 回⽣を対象とする教員採⽤試験対策講座（⾃主講座）を運営して
いる。対象は、愛媛⼤学学部 4 回⽣（教育学部・理学部・法⽂学部・⼯学部）と教職⼤学
院院⽣であり、平成 30 年度は、25 回の講座を開催した。教職⼤学院進学者の⼤半は、この
教員採⽤試験対策講座の受講⽣であり、学部から教職⼤学院への進学ルートとして機能し
ている。 

 

（5）教職科⽬・学部ゼミ・授業の担当 

    教職⼤学院の専任教員は、教育学部の授業は原則担当していないが、他学部教職科⽬を

6



担当している。こうした⼈事配置が、他学部から教職⼤学院への進学者の確保に貢献して
いる。また、学部と教職⼤学院の接続のため、2020 年度以降、教職⼤学院の専任教員が、
授業数負担等を勘案した上で、学部の授業と課題研究（ゼミ）を担当する予定である。 

 

（6）現職教員の実習単位の⼀部免除による⼀年修了制度の導⼊ 

 現職教員を対象として、実習単位を⼀部免除することで、⼀年での修了を可能とする制
度を導⼊する。⼀年修了制度は、教育委員会との定例協議において⽰された要望事項であ
り、この制度導⼊によって、現職教員の志願者数が増加する可能性がある。 

 

（7）教員研修とリカレント講座の活⽤ 

 現職教員の志願者数を増加させるためには、教職⼤学院の魅⼒を理解してもらい、現職
教員から受験を希望する声を増加させねばならない。そこで、教員研修及び⼤学が主催す
るリカレント講座を活⽤し、現職教員の進学希望を⾼める戦略を実⾏する。若年層教員や
中堅層教員には、教職⼤学院教員が参加する⾏政研修、教職⼤学院教員が主催するリカレ
ント講座（教材開発プロフェッショナル講座・履修証明プログラム）等の機会を通して、
教職⼤学院のことを理解し、進学希望を⾼めてもらいたい。いきなり、教職⼤学院という
コースではなく、⾏政研修やリカレント講座を経由し、事前にいくつかの単位を積み上げ
ることで、教職⼤学院進学に⾄るキャリアコースを⽤意する。 

  

 以上、7 点の取組を通して、志願者の確保に努める。 
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資料１ 

 

各 位 

 

愛媛⼤学⼤学院教育学研究科への進学希望調査 
 

愛媛⼤学教育学部将来計画委員会 
 

愛媛⼤学⼤学院教育学研究科は、変化の激しい今⽇の社会環境下において地域の教育改
⾰をリードする⾼度な専⾨性と問題解決能⼒を持ったリーダー⼈材の育成、多様で複雑な
教育課題に対応できる即戦⼒⼈材、チーム学校の専⾨スタッフ等として活躍できるカウン
セラー⼈材の育成を⽬指すため、2020 年度より、2 専攻 5 コースから成る新たな研究科へ
と⽣まれ変わるため、現在、計画書の作成を進めております。 

新研究科において構想している 2 専攻 5 コースに対する進学意向等を 3 回⽣の皆様にお
伺いしたいと考え、本アンケート調査を計画しました。本アンケートへの参加は⾃由であ
り、匿名化して処理し、研究科改⾰の基礎となる⼤学の基礎資料としてのみ⽤い、それ以
外の⽬的には使⽤いたしません。ご協⼒のほど、よろしくお願い申し上げます。 

 
問い合わせ先 

愛媛⼤学教育学部総務チーム 
089-927-9371 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



愛媛⼤学⼤学院教育学研究科について 
●愛媛⼤学⼤学院教育学研究科は、2020 年度 4 ⽉より、教育実践⾼度化専攻（教職⼤学院）
と⼼理発達臨床専攻の 2 専攻編成を予定しています。 

●教育実践⾼度化専攻（教職⼤学院）では、愛媛県の資質能⼒指標を踏まえ，地域の教育改
⾰を主導する学校管理職候補⼈材，多様で複雑な教育課題に対応できる即戦⼒⼈材及びミド
ルリーダー⼈材，⾼度な教材解釈⼒と指導⼒をもつ即戦⼒⼈材及びミドルリーダー⼈材，特
別⽀援教育に関する⾼度な専⾨性をもつ即戦⼒⼈材及びミドルリーダー⼈材を育成します。 

●⼼理発達臨床専攻では、チーム学校の専⾨スタッフ等として機能する⾼度な専⾨性をもっ
たカウンセラー⼈材を育成します。 

【教育実践⾼度化専攻（教職⼤学院）】 
コース名称（仮） 定員 概要

リーダーシップ開発コース 5 名 学校管理職候補者養成に特化したコースです。現職
教員が対象です。

教育実践開発コース 10 名 多様で複雑な現代的教育課題に対応できる⼈材育成
のためのコースです。主に⼩学校教員を対象としま
す。学級経営⾼度化プログラム・⽣徒指導⾼度化プ
ログラム・ICT 教育⾼度化プログラムの 3 プログラ
ムから選択します。

教科領域コース 15 名 ⾼度な教材解釈⼒と指導⼒をもつ⼈材育成のための
コースです。主として中学校・⾼等学校教員を対象
とします。⾔語社会教育系プログラム・⾃然科学系
プログラム・芸術⽣活健康系プログラムの 3 プログ
ラムから選択します。

特別⽀援教育コース 10 名 特別⽀援教育に関する⾼度な実践⼒をもった⼈材を
育成するコースです。特別⽀援教育コーディネータ
ープログラム（現職教員）と特別⽀援教育⾼度化プ
ログラムの 2 プログラムから選択します。 

※専任教員の 4 割以上が実務家教員（学校・教育委員会経験が約 20 年以上あり、なおかつ優れ
た研究業績を有している教員）です。※理論と実践の往還の実現を志向するため、多くの授業が、
研究者教員と実務家教育の共同授業です。 
 
【⼼理発達臨床専攻】 

コース名称（仮） 定員 概要

⼼理臨床コース 10 名 チーム学校の専⾨スタッフ等として機能する⾼度
な専⾨性をもったカウンセラー⼈材を育成するコ
ースです。臨床⼼理⼠や公認⼼理師の受験資格を得
ることができます。

 
※なお、中四国地区の各県では、教員採⽤試験合格者に対する 2 年間の採⽤猶予制度（⼤学

院に進学したり在籍したりしている場合、在籍期間中は採⽤が猶予され、⼤学院修了後に
採⽤される制度）が整備されています。教員採⽤試験合格者が、教職⼤学院に進学する流
れが整備されています。 

 



⼤学院進学希望調査票（平成 30 年 7 ⽉実施） 
愛媛⼤学 3 回⽣対象 

 
Q1．あなたの所属学部を選び、数字に〇印をつけてください。 

1   教育学部  2   理学部   3   法⽂学部     4   ⼯学部               
5  農学部   6   その他  

Q2．あなたはどの学校種の教員を希望していますか（複数選択可）。 
 
  1   幼稚園   2   ⼩学校   3   中学校    4   ⾼等学校    

5   特別⽀援学校  6    未定     7 教員就職を希望していない  
 
Q3．教育実践⾼度化専攻（教職⼤学院）の中で⼀番興味のあるコースはどれですか。 
 

1   教育実践開発コース（学級経営・⽣徒指導・ICT，⼩学校対応） 
2   教科領域コース（各教科，中・⾼対応） 
3   特別⽀援教育コース 

 
Q4. Q3 で回答したコースに進学したいと考えますか。 
 

1   進学を希望する（Q5 へ）  2   進学を希望しない（Q6・Q7 へ） 
 

Q5.  Q4 で「１」」と回答した⽅にうかがいます。教職⼤学院進学に関しての動機づけと
なる理由として、あてはまるものに〇を付けてください（複数回答可）。 

 
1  即戦⼒として通⽤する⾼度な実践的指導⼒を習得したい 
2  教職⼤学院において実践研究を深めたい 
3  今後の教員には⼤学院卒レベルが求められるから 
4  理論と実践を融合できる教員を⽬指したい   

    5 教職⼤学院の授業や教員に興味がある 
    6  学部卒業後に学校現場に出るには不安がある 
    7  教員採⽤試験の合格に利点がある 
    8 その他
（                                                                         ） 
 
Q6．Q4 で「２」と回答した⽅にうかがいます。仮に教員採⽤試験に不合格であった場合、

教職⼤学院に進学したいと思いますか。 
 

1   進学を希望する  2   進学を希望しない 
 
 
 
 



Q7．Q4 で「2」と回答した⽅にうかがいます。⼤学院での奨学⾦の貸与や授業料の免除な
どを受けられるとしたら、教職⼤学院に進学したいと思いますか。 

 
1   進学を希望する  2   進学を希望しない 

 
Q8．⼼理発達臨床専攻・⼼理臨床コース（仮）に進学したいと考えますか。 
 

1   進学を希望する  2   進学を希望しない 
 
Q9.  Q8 で「１」と回答した⽅にうかがいます。⼼理臨床コース進学に関しての動機づけ

となる理由として、あてはまるものに〇を付けてください（複数回答可）。 
 

1   臨床⼼理⼠の資格をとりたい 
2   公認⼼理師の資格をとりたい 
3   専⾨職には⼤学院卒レベルが求められるから 
4   理論と実践を融合できるカウンセラーを⽬指したい   

    5  ⼼理臨床コースの授業や教員に興味がある 
    6   その他
（                                                                         ） 
 

質問は以上です。ご協⼒、誠にありがとうございました。 
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